
JPデジタル、『みらいの郵便局』構想のもと使いやすさにこだ
わったスマートフォンアプリを開発。リアルとデジタルを融合し
た新しい顧客体験を提供

株式会社JPデジタル

ビジネスの課題：巨大組織が手掛ける DX 
のスタートとしてユーザー向けアプリを開発

2021 年に設立された JPデジタルは、日
本郵政グループ内で立ち上げられた日本郵
政DX推進室からスタートしました。事業会
社としての同社のミッションは、日本郵政
グループのデジタルトランスフォーメー
ション（DX）を推進していくことであり、デ
ジタルの力で業務改善や顧客価値の創出に
幅広く取り組んでいます。
「日本郵政グループは、中期経営計画『JPビ
ジョン2025』で『グループ一体での DX の
推進』を掲げています。その中で JPデジタ
ルは、DX の対象を 2 つの方向で考えてい
ます。１ つは、郵便局を利用するお客さま
の体験価値を徹底的に高めていくこと、も
う 1 つはグループ内の DX 推進により業
務効率化や社員の働き方を変えることで
す」と、JPデジタル 執行役員 CTO の伊藤
友紀氏は語ります。
日本郵政グループの業務のどこかを 1 つ変
えようとしても影響は広範囲に及ぶため、
変革をしていくには関係者の巻き込みも重
要となります。その中で、まずはリアルの郵
便局ネットワークとデジタルを融合し、新
しい顧客体験を生み出す『みらいの郵便局』
構想の一環として、郵便サービスをデジタ
ルで支援するスマートフォンアプリの開発
に本腰を入れました。そして、「いつでも」
「どこでも」郵便サービスを利用できる新た
なグループプラットフォームアプリ『郵便
局アプリ』の開発が始まりました。

ソリューション：アプリの大規模開発でユー
ザビリティ、運用効率を追求

JPデジタルは『郵便局アプリ』の開発にあ
たり、チームラボ株式会社から 100 名規
模で支援を受けました。JPデジタル内の
チームは約 50 名、合計 150 名強という
大規模なプロジェクトです。伊藤氏はチー
ムラボの支援について次のように振り返り
ます。「以前から前身となるアプリは存在
していましたが、あらためて郵便局アプリ
では『使いやすさ』を重視し、お客さまに、
『これいいね』と思ってもらえる体験価値向
上にフォーカスしました。私たちが求める
使いやすさを UI/UX で実現することを得
意とするチームラボの知見、デザイン力に
全面的に協力いただいたことは大きかった
です」
チームラボ 取締役 共同創業者の堺大輔氏
は「UI から裏側の仕組みまで一気通貫で対
応し、システム実現性と業務運用性の両面
から考えて総合的にシステムを構築でき
る、そこがチームラボの大きな強みです」と
語ります。
また、郵便局アプリの基盤となる環境に 
AWS を採用した理由について、JPデジタ
ル エンジニアリング部 シニアマネージャ
の鶴巻仁氏は次のように語ります。「日本郵
政グループでは開発のほとんどをオンプレ
ミス環境で行ってきたため、初期投資やハー
ドウェアの負担が大きく、急なリソース増
強も困難で、チューニングなどにも時間が
かかっていました。特に設立間もない JPデ
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ワークとデジタルを融合して新しい顧客体験を生み出す『みらいの郵便局』構想の一
環として、スマートフォンアプリ『郵便局アプリ』を提供開始。リリースからわずか 3 か
月で 100 万ダウンロードを突破し、現在も機能拡張・規模拡大を続けるアプリの基
盤として採用されたのが、アマゾン ウェブ サービス（AWS）です。

ジタルにとってはシステムの調達リードタ
イムの短縮が課題であり、将来的には郵便
システムやゆうちょ銀行、かんぽ生命との
連携も見据える必要がありました。そこで
複数のクラウドサービスを比較して、業界
シェア、開発コミュニティの充実、必要なサー
ビス調達の容易さ、マネージドサービスの
安定性、豊富なサービスと安定性などを評
価して AWS を選択しました。基本的に構
築はサーバーレスを目指しました」
インフラ開発を支援したチームラボ パッ
ケージチーム エンジニアの熊谷幸村氏も、
サーバーレスのモダンな構成の採用につい
て次のように説明します。「今回のように
ユーザー数が多く、将来もどんどん機能を
増やしたいという要件の場合、ユーザー数
の増加に合わせて柔軟に拡張していける環
境が重要です。AWS なら必要に応じて構
成を増やし、スケールアップも容易という
特性を活かせます。また、AWS のマネージ
ドサービスを利用することで冗長構成を
実現し、便利な機能を活用するというのも
コンセプトでした。そしてヒューマンエ
ラーのリスク低減や作業簡略化のため、手
動のプロセスや設定の代わりにコードを使
用する Infrastructure as Code（IaC）に
ついては最初から利用を考えており、手動
操作が必要なところ以外は AWS Cloud 
Development Kit（CDK）で落とし込むと
いうことを徹底しました」
チームラボ カタリストチーム カタリスト
の藤本將太郎氏は、AWS の運用のしやす
さについて「現在はオートスケールでサー
バーの台数を増やす、管理画面を確認する、
再起動をかけるといった作業も JPデジタ
ル社内で実施できており、オンプレミス環
境ではできなかった操作が実現できている
ところもメリットです」と語ります。
一方、きめ細かく郵便サービスを提供する
には、再配達など、個人の顧客情報を把握す
るためユーザー認証の仕組みを構築する必
要がありました。そこで、以前から郵便・物
流サービスを使うために提供していた『ゆ
うびん ID』をさらに進化させ、日本郵政グ

ループ内のサービス連携を視野に『ゆう 
ID』として改名し整備し直しています。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

導入効果：一般ユーザー向けアプリに続き、
グループ全体の DX を推進

郵便局アプリは 2023 年 10 月のリリース
からわずか 3 か月で 100 万ダウンロード
を達成。2024 年 11 月現在で 300 万ダ
ウンロードという勢いです。
「オンプレミスでは絶対設計しきれない規
模で、AWS 環境がないと到底スケールで
きませんでした。今後 2 年ほどで現在の 2 
倍、3 倍を超える目標も掲げています。ユー
ザーの反応はアプリストアの評価点を見て
確認していますが、認知が進み比較的高得
点を維持しています。新機能のリリースも
続々と控えており、引き続き高評価を維持
していきたいです」（伊藤氏）
郵便局アプリの成功は、日本郵政グループ
内での JPデジタルの評価にもつながって
います。「グループ内のシステム案件につい
て相談も増え、当社の信頼度が上がってい
ると実感しています。次のミッションは郵
便局内の DX ですが、チームラボの協力を
得て、グループの中でも DX の理解が進ん
できています」（伊藤氏）
今後についてチームラボの熊谷氏は、運用
保守のさらなる効率化・省エネ化を挙げてい
ます。また JPデジタルの鶴巻氏は、AI に関
する施策を進めていると語ります。「ルール
的な課題をクリアし、お客さまにも社員にも
資する AI サービスの活用やシステムとの連
携ができれば、窓口業務の効率化や働き方の
スマート化にもつながると考えています」
そして、伊藤氏はさらなる DX 推進を見据
えています。「『みらいの郵便局』構想におけ
る DX は多岐にわたるため、日本郵政グルー
プ全体の方向性の中で、JPデジタルが貢献
できるところを検討していきます。郵便局
での“お金”に関する機能、郵便局のポイン
トサービス（ゆうゆうポイント）機能など、
『郵便局アプリ』はさらなる利便性を追求し
ていきます」

導入効果
● 300 万：『郵便局アプリ』のダウンロー
ド数（2024 年 11 月現在）

● サーバーレス構成でインフラの拡張性、
スケーラビリティと可用性を実現

● IaC によるヒューマンエラーのリスク低
減や作業簡略化

● ユーザーの体験価値を向上する UI/UX 
の実現

ご利用中の主なサービス
● Amazon Elastic Container Service
（Amazon ECS）
● Amazon Fargate
● Amazon Aurora
● Amazon Elasticache

企業名：株式会社JPデジタル
業種：ソフトウェア & インターネット
国名：日本
従業員数：114 名（2024 年 8 月現在）
ウェブサイト：https://jp-digital.jp/
郵便局アプリ：
https://www.lp.jpapp.pf.japanpost.jp/
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企業概要
株式会社JPデジタル
日本郵政グループのデジタルテクノロ
ジー専門部隊として、2021 年 7 月に設
立。日本郵政グループ各社に対する DX 
推進の支援、日本郵政グループ各社から
の依頼によるデジタル関連サービス・ソ
リューションの開発・試験・運用、デジタル
テクノロジーを活用した新規サービスの
企画・構築・提供・運用、デジタル人材育
成に取り組んでいる。


